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研究成果の概要（和文）：我が国の大学に適したプロアクティブなキャリアデリバリーモデルを構築することを
目的に，まず，潜在的な支援対象者をセルフアセスメント型でセグメントする基準について検討した。次に，実
践への応用を目的に現行のキャリア教育プログラムを事例にして，設定したセグメント基準が潜在的な支援対象
者を判別し，適切なキャリアサービスを提供できるのかどうかについて検証した。加えて，キャリア教育・支援
をリアクティブ型からプロアクティブ型に変容させるために必要な教育・支援体制について，現状把握と今後の
検討課題の抽出を行った。

研究成果の概要（英文）：For the purpose of constructing a proactive carrier delivery model suitable 
for Japanese universities, we examined the following points. First, on criteria for segmenting 
students who need to be potentially assisted by self-assessment type. Next, I examined the current 
career education program as a case for the purpose of application to practice. Whether the set 
segment criteria can potentially identify students who need assistance and whether they can provide 
the appropriate career services to them.
In addition, we have grasped the current situation and extracted issues to be studied for the 
education and support system necessary for transforming career education / support from reactive 
type to proactive type.

研究分野： キャリア教育

キーワード： キャリア教育　キャリアデリバリー論　セグメント　社会的認知要因　予期的社会化　担当者の専門性
　カリキュラム・マネジメント
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様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)問題の所在 
大学におけるキャリア教育・支援に関する

議論において，自らのキャリア選択行動に対
して，消極的な態度の学生が存在すること，
そして彼らに対する支援が今後より重要な
課題になることが指摘されて久しい。 
これに対して，現行のキャリア教育・支援

は，「大学生は必要な学習機会を主体的に選
択する」ということを暗黙の前提にした「選
択制」である場合が多く，キャリア教育プロ
グラムや個別相談の機会を準備し，学生が相
談に訪れるのを待つという言わば「リアクテ
ィブ（対応的・受動的）」な取り組みが主で
ある。これでは，「潜在的にキャリア支援を
必要とする層」を見逃してしまう恐れがある。
すなわち，いくら大学側が多様な機会を提供
しようとも，単にその機会を主体的に選択し
ない者のみならず，主体的に関与する意欲が
あってもどのような機会を選択すれば良い
か分からない者や極めて偏った機会しか選
択しない者まで，「自主性や選択制」という
表現のもと，数多くの学生をキャリア教育・
支援の対象外にしてしまっている。 
しかしながら，現在の我が国のキャリア教

育・支援に関する議論は，どのような内容の
キャリア教育・支援を実施するのかが議論の
中心で，特定の層にいかにして必要なサービ
スを提供するかという「キャリアデリバリー
論」にはあまり関心が向けられていない。キ
ャリア教育・支援に対する学生のニーズは多
様化しているにもかかわらず，支援担当者は，
兼任も含めて 1～2 人（卒業生 100 人当た
り）という現状を鑑みれば，「誰に」「どのよ
うに（方法・手段・形態）」キャリアサービ
スを提供すればより効果的かというマネジ
メントの視点も必要ではないだろうか。 
 
(2)問題解決のアプローチ 
このような点に対して，OECD や ILO に

おいて引用されることの多い Sampson, 
Peterson, Reardon & Lenz（2000）のセグメ
ントモデルや，その具体的な導入事例を示し
た Peterson, Sampson, Lenz & Reardon
（2002）などの欧米（特にイギリス）の取り
組みが我が国にも有益な示唆を与えてくれ
る。これは，対象者を就業に対するレディネ
スに応じてセグメントし，レディネスの程度
によって，提供するキャリアサービスの内容
や提供方法を変えるというものである。我が
国の取り組み（リアクティブな支援）に対し
て，「プロアクティブ（予防的・積極的）な
支援」であるといえる。 
  
２．研究の目的 
 本研究では，これらを参考に我が国の大学
の属性・特性に適したプロアクティブなキャ
リアデリバリーモデルを構築するために，ま
ず，①潜在的な支援対象者を「セルフアセス
メント型」でセグメントする基準について検

討する。次に，実践への応用のために，②現
行のキャリア教育プログラムを事例に，設定
したセグメント基準が潜在的な支援対象者
を判別し，適切なキャリアサービスを提供で
きるかどうかを検証する。これによって，レ
ディネスの程度によるセグメント別の「プロ
アクティブな支援モデル」の構築を目指す。 
 加えて，キャリア教育・支援を「リアクテ
ィブ型」から「プロアクティブ型」へ変容さ
せるためには，教育・支援体制についての検
討も必要である。それゆえ，今後の発展を射
程にした現状認識から課題を抽出すること
も本研究の目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1)対象者のセグメント基準の検討 
 前述の Sampson et al.（2000）では，「能
力：個人が効果的なキャリア問題解決や意思
決定に従事するために必要とされる認知と
ポジティブな感情（p.161）」がレディネスの
程度を示すとされている。そこで我が国にお
いてキャリア意思決定に影響を及ぼすこと
が実証されている「認知的変数」に着目して，
これらのセグメント基準としての適切性に
ついて質問紙調査を用いて検討した。なお，
認知的変数はモニター可能であり，測定のた
めの尺度が開発されているうえ，静的な習性
ではなく介入により操作可能な概念として，
実証研究や介入プログラムの検討が進めら
れているため，セルフアセスメント型の基準
として相応しいと判断した。 
本研究では，認知的変数として特に「自己

効力」に焦点を当てている。自己効力とは，
「課題を達成するために必要とされる活動
の過程を，計画し実行するための自身の能力
についての自己評価（ Bandura, 1986, 
p.391）」であり，「自己効力は，活動場面や
環境の選択に影響を及ぼすと仮定され，特定
の行動から生じる価値ある結果が保証され
ていても，その行動を遂行する自己の能力
［自己効力］を疑っている人は，その行動を
回避するかもしれない（Bandura, 1986, p. 
231, ［］内著者）。」と特定の課題に対する自
己効力が低い人は，その行動を回避する可能
性があることが指摘されているからである。 
 
(2)現行プログラムを事例に検証 
 大学生の移行期（大学への移行，社会への
移行）におけるプロアクティブな支援という
視点から，①低年次生向けプログラムと②卒
業年次生向けプログラムに着目して効果検
証を行った。 
 
①低年次生向けのプログラム 
 インターンシップや PBL に代表される
WIL（Work Integrated Learning）型プログ
ラムは，高年次生対象プログラムとして開講
され，選抜制である場合が多い。しかしなが
ら，プロアクティブな視点からは，低年次生
の段階からこれらの機会に「積極的に関与」



する層を増加させたい。 
そこで，低年次生向け産学連携 PBL 型授

業を試行的に実施し，その効果についてセグ
メント別に，学習効果とキャリア教育効果の
両面から質問紙調査を用いて検討した。加え
て，キャリア教育効果が顕著にみられなかっ
た学生に対して，授業前・後の記述式調査や
授業毎のコメント（時系列データ）を用いて
テキストマイニング分析によってその要因
を探索的に検討した。 
 
②卒業年次生向けプログラム 

我が国の新規学卒者一括採用という雇用
慣行のもとでは，いわゆる「内定期間」が長
期に渡る場合が多いが，この期間をキャリア
教育という視点から議論されることは少な
い。しかしながら，新卒者の離職率が景気変
動にかかわらず一定以上であるという現状
から鑑みれば，社会への移行期として，この
時期をプロアクティブなキャリア支援とい
う視点から検討することも有意味ではない
だろうか。 
そこで，内定期間における活動（後輩への

キャリア支援活動）を取り上げて，「どのよ
うなキャリア教育効果が期待できるか」につ
いて文献研究をもとに検討し，卒業生対象の
質問紙調査を用いて確認した。 

 
(3)キャリア教育・支援担当者の現状と課題 
 今後，プロアクティブな支援を展開するた
めの課題について，キャリア教育担当者（主
に教員）とキャリア支援担当者（主に職員）
に分けて検討した。基本的には，文献研究と
質問紙調査（広島大学マネジメント研究セン
ター，2014）の二次分析を用いて検討し，補
足的に近年増加傾向にある「外部人材」の活
用状況についても，実態把握のためのヒアリ
ング調査を実施し参考とした。 
 
４．研究成果 
(1)対象者のセグメント基準の検討 
①セルフアセスメント型のセグメント基準
の確認 
 本研究の着想の基となった予備研究（就職
年次生対象）で明らかにされているキャリア
関連の「認知的変数」とインターンシップや
キャリア教育プログラムの「選択意欲」との
関係について，低年次生を対象に追試を行っ
た。結果，低年次生においても同様に，「キ
ャリア選択自己効力」「特性的自己効力」
「Locus of Control」が適応的でないほど，
キャリア教育機会の「選択意欲」が低いこと
が確認された。 
②低年次生向けプログラムでのアセスメン
ト基準の弁別性 
 キャリア教育機会の忌避層にとって，より
選択のハードルが高いと思われる「産学連携
PBL 型キャリア教育プログラム（ゼミ形式）」
と比較的ハードルが低い「大講義型キャリア
教育プログラム」との履修層が，「認知的変

数」や「大学における学習意欲」に差がある
のかどうかを検討した。特に，初年次生にお
けるセグメント基準の弁別性を検討するた
めに，初年次生とそれ以外に分けて分析した。
結果，全般的な学習意欲・態度（「主体的な
学習態度」「積極的な関与」）には，プログラ
ム形態・履修年次のいずれにおいても有意差
は見られず，初年次生の「特性的自己効力」
においてのみ，プログラム形態による統計的
な有意差が見られた（表１）。これらからは，
初年次生におけるセグメント基準として「認
知的変数（特性的自己効力）」 に着目するこ
との有益性が推測された。すなわち，全般的
な大学における学習意欲・態度に相違が見ら
れなくとも，キャリア選択に影響を及ぼす認
知的変数が適応的でなければ，キャリア教育
機会を忌避してしまう可能性が示されたと
考えられる。 

 
(2)現行プログラムを事例に検証 
①低年次生向けのプログラム 
 前述の「産学連携 PBL 型授業」受講生の
学習効果とキャリア教育効果を，「セグメン
ト（特性的自己効力の高低）」別に検討した。
講義開始時と終了時の PRE-POST の各変数
を対応のある t 検定にて分析した結果，セグ
メント対象層（特性的自己効力：低）の方が，
すべての項目でより大きな成長を示してい
た。統計的な有意差が示されたものを簡素化
して下表に示す（表２）。 
 

 
これらからは，セグメント層（特性的自己

効力［低群］）にとっても，低年次生向け産
学連携 PBL 型授業の効果が十分見込まれる
こと明らかになった。それゆえ，今後は，こ
れまでの積極的選択層だけでなく，セルフセ
スメントを使用して，主体的に選択しない可

大講義系 PB L系 大講義系 PBL系

受講生 68 36 51 23

平均値 69.63 74.92 2.22 * 75.76 75.91 0.50

(SD ) (10.77) (12.90) (12.31) (10.70)

平均値 32.69 33.50 0.73 33.49 31.57 1.53

(SD ) (5.31) (5.42) (4.91) (5.25)

平均値 9.71 10.46 1.49 10.12 9.87 0.42

(SD ) (2.45) (2.52) (2.37) (2.30)

*P < 0.05

学習に対する

積極的関与

特性的自己効力

表１ キャリア科目の形態別の履修者層の相違（初年次生の特徴）

主体的な

授業態度

初年次生 初年次生以外

高 低

■全般的学習意欲・態度の向上

主体的な学習態度 × ×

学習に対する積極的関与 × 〇

■PB Lスキルや態度の修得

課題解決スキル 〇 〇

チームで課題に取り組む態度 × 〇

■キャリア教育効果

社会性やキャリア観の涵養 〇 〇

表２　P R E-P O STで統計的に有意に成長した項目

特性的自己効力



能性がある層に対しても，受講推奨するよう
なシステムを検討していきたい。 
また，特性的自己効力［高群］の学生につ

いては，もともと高得点であっため変化が見
られなかったという調査上の限界と，産学連
携型 PBL 授業の特徴である「現実社会の課
題解決に取り組むことで，自分の能力をより
社会に即して適切に判断できるようになっ
た」可能性の両面から捉えることができる。
現に，学生のコメント等からも，自己の能力
の現状把握ができたことをポジティブに捉
えていることが窺えるため，これについては，
今後長期的な視点で成長を追跡していくこ
とで初めて判断が可能になると考えている。 
 加えて，キャリア教育効果が確認できなか
った学生に対して，その要因をテキストマイ
ニングで探索的に分析した結果，他者（連携
企業やチームメンバー）からの「フィードバ
ック」と「ネガティブな感情」との共起に特
徴的な表現が見られた。今後は，ネガティブ
な感情を伴う事柄をどのように解釈するか
という認知過程（特に原因帰属）に焦点を当
てたアセスメントと，個人の解釈を変容させ
るような（再帰属トレーニング等）単元をプ
ログラムに組み込むことも検討したい。 
 
②卒業年次生向けのプロアクティブ支援 
 内定期間における活動（後輩へのキャリア
支援活動）に，どのようなキャリア教育効果
が期待できるかについて文献研究を行った。
まず，社会への移行期の学生が達成すべきキ
ャリア発達課題として，「新規参入者として
組織に適応するための準備（予期的社会化）
を行う」ことと整理した。近年，予期的社会
化を促進させる要因として，組織からの社会
化戦術（内定式や内定者懇談会，資格取得支
援等）と共に，個人のプロアクティブ行動の
重要性も指摘されている。そこで，次に卒業
年次生の後輩へのキャリア支援活動（事例：
JA 活動）を取り上げ，これらの活動を行う
ことは，予期的社会化を促進させ，組織参入
後の組織適応に肯定的な影響を及ぼすプロ
アクティブな学習機会として有益であるこ
とが先行研究より示された。 
 なお，卒業時の質問紙調査においても，JA
活動に積極的に取り組んだ層は，そうでない
層に比べて「進路納得度」「将来のキャリア
の見通し」「正課外の経験を仕事に活用」が
適応的である。さらに，進路選択時に影響を
受けた人として，家族以外の社会人（OB・
OG，内定先企業）をあげるなど，プロアク
ティブな活動として予期的社会化を促進さ
せる機会となっていたことが推測できた。 
 管見の限りでは，先輩をキャリア支援に活
用したいと考える大学は多いが，支援する側
の成長を促すキャリア教育プログラムとし
て開発・効果検証している大学はあまり見当
たらない。それゆえ，内定期間における学生
の活動と成長を予期的社会化の視点から検
討することは，実践面では勿論，学術的な意

義も大きい。 
 
(3)キャリア教育・支援担当者の現状と課題 
①キャリア支援担当者（主に職員）の現状と
課題 
セグメントに応じたキャリア支援を行う

ことのメリットは，潜在的な対象者にキャリ
アサービスを届けられるようになることと
共に，個別支援サービスを必要とする層を少
なくし，限られたリソースを集中的に投入で
きるようになることである。これにより，余
剰となったリソースをプロアクティブなキ
ャリア教育・支援に注入することができる。
必然的にキャリア支援（職員）の体制や求め
られる役割にも変化が生じてくる。具体的に
は，キャリア支援の専任職員には，「個別支
援の担当者からキャリア教育のサポート担
当者」へと業務における役割拡大が期待され
る。 
 そこで，キャリア支援担当者（職員）に，
キャリア支援に必要なスキルに対する自信
の程度を尋ねた調査項目を取り上げて現状
把握を行った。結果，比較的自信度が高く，
経験年数によって成長が見込まれるスキル
「個別支援スキル（面接指導，カウンセリン
グ）」と，業務経験・組織経験の年数にかか
わらず自信度が低く，経験による成長も見込
まれ難いスキル「キャリア教育支援スキルや
組織間連携（教学部門）スキル」があること
が分かった。プロアクティブ型支援へと変容
させていくためには，後段のキャリア教育支
援スキルや組織間連携（教学部門）スキルの
向上が望まれる。しかしながら，業務の外注
化や職員の非正規化，加えて，3 年～5 年で
のジョブローテーションにより，長期的に同
一業務の経験を積むことが難しくなってい
るという大学運営上の課題もある。 
それゆえ今後は，外部人材を含めた適切な

人材配置（職責や配置人数）や専門性の高い
職員の育成体制について，大学全体の教学マ
ネジメントの視点から，予算管理（funding）
も含めた議論に発展させていく必要がある。 

 
②キャリア教育担当者（主に教員）の現状と
課題 
 続いて，キャリア教育担当者（教員）の担
当体制についても，質問紙調査の二次分析や
ヒアリング調査を用いて検討したが，キャリ
ア教育の定義や範囲が大学（部局）によって
あまりにも多様に解釈されており，改めて担
当体制の実態把握の難しさを認識した。しか
しながら，キャリア教育の質保証という観点
からは，丁寧な個別調査による実態把握が必
要である。 
また，先行研究レビューより，大学におけ

るキャリア教育は，様々な要因により授業科
目の普及が優先され，誰が教えるのかという
「キャリア教育担当者の質（固有の専門性）」
についての議論が遅れていることも明らか
になった。これは，大学は，初等・中等教育



に比べてマネジメントにおける自由度（教員
体制・設備・組織ガバナンス）が高いにもか
かわらず，キャリア教育は，「大学のキャリ
ア教育」としてではなく，初等・中等教育と
接続したものとして議論されてきたため，大
学固有の問題（教員の専門性）が見過ごされ
てきたのではないかと考えられる。 
 今後，リアクティブ型からプロアクティブ
型に，キャリア教育を変容させるためには，
キャリア教育担当者の質（固有の専門性）に
ついての議論も必要となる。これらの議論が
進めば，教育の質の向上だけでなく，当該研
究分野の発展も期待できる。 
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